
 

 

○ ガソリン、軽油及び灯油等の燃料からは、目に見えない可燃性蒸気が

発生します。特にガソリンは、気温が－４０℃でも可燃性蒸気が発生し、

静電気などの小さな火源でも爆発的に燃焼する危険があります。 

○ こうしたことから、ガソリンなどの運搬等については、消防法で厳格な

基準が定められています。 

○ ガソリン、軽油及び灯油等の燃料は可燃性の高い危険物であることを

十分ご注意いただき、適切な運搬及び管理をお願いします。 

 

＜ガソリンの運搬＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意） 

○ 運搬容器（ドラム缶等）に収納したガソリン等を車両で運搬する場合は、

危険物取扱者の乗車の必要はありません。 

○ ガソリン等を車両で運搬する場合において、車両に積載するガソリン

等を収納した運搬容器の個数に上限はありません。 

 

詳しくは、お近くの消防署又は愛知県防災局までお問合せください。 

なお、総務省消防庁により別添のとおり、運搬、貯蔵及び取扱上の留

意事項がまとめられていますので参考にしてください。 

専用の携行缶 灯油用のポリタンク 

 

 ＜問合せ先＞ 
   愛知県防災局消防保安課予防グループ 

   電 話 ０５２－９５４－６１４４（ダイヤルイン） 

   ﾌｧｸｼﾐﾘ ０５２－９５４－６９９４



 

 

平成２３年３月１７日 

消    防    庁 

 

東北地方太平洋沖地震における被災地での 

ガソリン等の運搬、貯蔵及び取扱い上の留意事項 

 
東北地方太平洋沖地震の被害は甚大であり、被災地におけるガソリン、軽油及

び灯油等の燃料が不足しています。政府においてもガソリン等の燃料の迅速な運

搬及び移送に努めており、被災地におけるガソリン等の取扱いについても安全性

には十分配慮した上で、実態に即した柔軟な運用に努めているところです。 

一方、ガソリン等の燃料は、引火点が低く火災危険性が極めて高い※ことから、

その取扱いを誤ると容易に火災に至ることを十分にご理解いただいた上で安全に

取り扱っていただくことが必要不可欠です。 

今般、ガソリン等の燃料を安全に取り扱っていただくための留意点を取りまとめ

ましたので、お知らせいたします。 

※ ガソリンの引火点は－４０℃程度であり、静電気や電気火花等により容易に火

災に至る危険性を有しています。 

 

 
＜添付資料＞ 

 ○ 東北地方太平洋沖地震における被災地でのガソリン等の運搬、貯蔵及び取

扱い上の留意事項 

[お問い合わせ先] 

消防庁危険物保安室 加藤・竹本・中野 

〒１００－８９２７ 

東京都千代田区霞ヶ関２丁目１番２号 

 ＴＥＬ ０３－５２５３－７５２４ （直通） 

 ＦＡＸ ０３－５２５３－７５３４  

別添 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガソリンの貯蔵に適さない容器の例 

（樹脂製容器は火災危険性が高い） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガソリンの貯蔵に適した容器の例 

（金属製容器であることが必要） 

東北地方太平洋沖地震における被災地でのガソリン等の運搬、

貯蔵及び取扱い上の留意事項 

 
【ガソリン等の火災危険性を踏まえた貯蔵・取扱時の留意事項】 
 

《ガソリンの特性》 

・ 引火点は－４０℃程度と低く、極めて引火しやすい。 

・ ガソリン蒸気は空気より約３～４倍重いので、低所に滞留しやすい。 

・ 電気の不良導体であるため、流動等の際に静電気を発生しやすい。 

 

 

・  ガソリンを取り扱っている周辺で火気や火花を発する機械器具等を用いな

い。例えばガソリンを取り扱っている場所から１ｍ離れた場所に置かれた洗

濯機で火災に至った事例や、火気や火花がなくても人体に蓄積された静電

気で火災に至った事例が報告されており、ガソリンを取り扱う場合は細心の

注意を払わないと容易に火災に至る危険性があります。 

・  ガソリンは電気の不良導体なので、金属製容器で貯蔵する必要がある他、

金属製の配管でガソリンの移し替えを行う必要があります。例えば、灯油用

のポリエチレンタンクや樹脂製の灯油用給油ポンプでは、ガソリン自身が帯

電してしまいます。ガソリンは、ガソリン蒸気と空気の混合率が一定範囲内

（１．４vol％～７．６vol％と広範囲）で燃えますが、ガソリン自身が帯電してい

ると、ガソリン使用時に蓄積された静電気が放電して火花が発生することに

より、火源が無くても容易に火災に至る危険性があります。 

・  ガソリン容器からガソリン蒸気が流出しないように、容器は密栓するととも

に、ガソリンの貯蔵や取扱いを行う場所は通風、換気を良くしましょう。 
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《灯油・軽油の特性》 

・ 引火点は４０℃～４５℃程度であり、引火しやすい。 

・ 灯油や軽油の蒸気は空気より約４～５倍重いので、低所に滞留しやすい。 

・ 流動等の際に静電気を発生しやすい。 

 

 

・ 灯油や軽油を取り扱っている周辺で火気や火花を発する機械器具等

を用いない。灯油や軽油から発生する可燃性蒸気の量はガソリンより

尐ないため、ガソリンと比べれば火災危険性は低いものの灯油や軽油

の近くに火気等があれば火災に至る危険性があることには変わりな

く、灯油や軽油を取り扱う場合は、ガソリンと同様に細心の注意を払

う必要があります。 

・ ガソリンほどではありませんが、灯油や軽油も流動等の際に静電気

を発生しやすい性質がありますし、灯油や軽油も蒸気と空気の混合率

が一定範囲内（1.0vol％～6.0vol％と広範囲）で燃えます。常温であ

れば、灯油用のポリエチレンタンクや樹脂製の灯油用給油ポンプの使

用は問題ありませんが、液温が高くなる（４０℃以上）環境下で用い

る場合は、灯油や軽油に蓄積された静電気で火災に至る危険性がある

ことに留意する必要があります。 

・ 灯油や軽油の容器から灯油や軽油の蒸気が流出しないように、容器

は密栓するとともに、灯油や軽油の貯蔵や取扱いを行う場所は通風、

換気を良くしましょう。 
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  被災地において燃料供給等のためにガソリン等を大量に 

  取り扱う場合の留意事項 
 

大量のガソリン等（ガソリンの場合は２００ リットル、灯油又は軽油の場

合は１，０００ リットル）を貯蔵し、又は取り扱う場合、防火対策が講じら

れた施設で貯蔵し、又は取り扱う必要があります。 

一方、被災地等における燃料供給等のために、一時的に大量のガソリン等

を貯蔵し、又は取り扱う場合であって、所轄消防長又は消防署長が、ガソリ

ン等が流出した場合の被害を最小限にとどめる対策等が講じられていると認

める場合には、上記施設以外でも仮貯蔵又は仮取扱いの承認を迅速かつ柔軟

に行っていただけるように消防機関にお願いしています。 

ガソリン等の火災危険性を考えれば、防火上危険な状態での取扱いまで認

められるとは考えていませんが、ガソリン等が流出し、火災が発生した場合

の被害を最小限にとどめる対策（ガソリン等の流出防止対策を含む）等が講

じられている場合は、仮貯蔵又は仮取扱いの承認を受けることができると思

いますので、仮貯蔵や仮取扱いを行おうと考えている場所を管轄する消防機

関にご相談ください。 
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【ガソリン等をタンクローリーで移送（運搬）する場合の留意事項】 
 

ガソリンの引火点は－４０℃程度と非常に低く、火災が発生する危険性が

高いこと、タンクローリーで移送（運搬）するガソリン等の量は非常に多い

こと等を踏まえれば、タンクローリーでガソリン等を移送（運搬）する際に

一度事故が発生すると火災に至る危険性が高く、また、火災時には周辺施設

も含めて大きな被害が発生する危険性があることから、タンクローリーには

危険物取扱者が乗車していただく必要があります。 

この場合の危険物取扱者とは、甲種危険物取扱者、乙種危険物取扱者（４

類）又は丙種危険物取扱者を指しますが、平成２１年度中に甲種危険物取扱

者は約９千人、乙種危険物取扱者（４類）は約１０万８千人、丙種危険物取

扱者は約２万３千人が資格を取得しており、毎年約１４万人の方がタンクロ

ーリーで移送（運搬）する際に必要とされる有資格者となっています。 

前述の火災危険性をご理解いただき、有資格者が乗車したタンクローリー

で安全に大量のガソリン等を運んでいただけるようお願いします。 

なお、タンクローリーの運転者自身が危険物取扱者である場合は、必ずし

も別に危険物取扱者を乗車させる必要はありません。 

４ 



【ドラム缶から直接自動車に給油することの火災危険性】 
 

ガソリンの引火点は－４０℃程度と非常に低く、静電気等でも容易に火災

が発生することから、ガソリンスタンドで給油することが必要です。例えば

ガソリンスタンドで給油すれば、自動車の燃料タンクが満タンになると自動

的に給油を停止する機能が付いていますし、万が一、ガソリンが漏えいした

場合には漏えいしたガソリンは適切に処理されるようになっています。 

一方、被災地においてはガソリンスタンドでの給油が困難な場合も考えら

れますが、仮にドラム缶から自動車にガソリンを給油する場合、ガソリンが

満タンになった時に給油が自動的に停止する機能がなく、さらに、給油中に

ガソリンタンクの液面を把握することが困難であることから、ガソリンが給

油口から溢れ出してしまう危険性があります。また、ガソリンが流出した場

合の対策やそれに付随する火災対策も講じられておらず、非常に火災危険性

が高いと言わざるを得ません。 

もっとも、ドラム缶からの給油は、給油量が尐量（２００リットル未満）

であれば、仮取扱いの承認を受けていただく必要はありません。また、それ

以上のガソリンを給油する場合は、ドラム缶を接地すること、防火上十分な

空地を確保すること、給油口からガソリンがあふれ出ない対策を講ずる等、

仮貯蔵又は仮取扱いを行おうと考えている場所を管轄する消防機関が防火上

十分な事故防止対策を講じていると認め、仮取扱いの承認を行えば、ドラム

缶から給油することは可能です。 
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【自動車のガソリン等を抜き取って使用することは危険です】 
 

ガソリンの引火点は－４０℃程度と非常に低く、ガソリンスタンドにお

いても静電気による火災が発生する事例が発生しています。 

上の図は自動車に給油しようとした際に人体に帯電した静電気により火

災が発生した事例であり、下の図はオイルチェンジャーを用いて自動車の

ガソリンを抜いていたところ火災に至った事例です。 

被災地において、仮に樹脂系の灯油用給油ポンプを用いて自動車からガ

ソリンを抜き取った場合、ガソリン自身が帯電してしまい、火災に至る危

険性はオイルチェンジャー以上に高く、非常に危険です。二次災害を防止

する観点からも、控えていただけるようお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

事 故 概 要 

 セルフ給油取扱所で顧客が車両にガソリンを給油中に車両の給油口付近から出

火したもの。炎が上がり、慌てて給油ノズルを給油口から抜き取ったためこぼれた

ガソリンと車両ボディー若干を焼損したもの。 
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【ガソリン等の燃料を容器で運搬する場合の留意事項】 
 

ガソリンの引火点は－４０℃程度と非常に低く、静電気等でも容易に火災

が発生することから、金属製の容器（ガソリン携行缶やドラム缶等）で運搬

する必要がありますが、ガソリン等を容器で運搬する場合には消防法令上、

危険物取扱者が乗車することまでは求められておりません（もちろん、防火

上の観点から危険物取扱者が乗車されることは望ましいことですが）。 

また、ガソリン等を車両で運搬する場合、ガソリン等を収納した容器の運

搬個数に制限はありません。もっとも運搬中に危険物が落下・転倒すること

がないように積載すること、３メートル以上積み重ねて運ばないこと等の防

火上の対策は講じていただく必要があります。 

なお、大量のガソリン等（ガソリンの場合は２００ リットル、灯油又は軽

油の場合は１，０００ リットル）を運搬する場合は事故時の火災危険性が高

いことから、消火器を設置するとともに、他の方に大量の危険物を運搬して

いることが容易にわかるように「危」と記した標識を掲げる必要があります

（不明な点は、最寄りの消防本部にお聞きください）。 
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【石油ストーブ等の灯油がなくなってもガソリンを使用することは 

危険です】 
 

ガソリンの引火点は－４０℃程度と非常に低く、静電気等でも容易に火災

が発生します。一方、灯油の引火点は４０℃程度であり、火災危険性は高い

もののガソリンほどではありません。 

石油ストーブや石油ファンヒーター等は、あくまでも灯油を燃料として用

いることを前提に作られているため、仮に灯油がなくなった場合でも、灯油

の代わりにガソリンを給油すると火災が発生する危険性が非常に高く、しか

も、石油ストーブ等は建物内で用いる場合が大半であることから、建物火災

に発展する危険性が高いので、絶対に行わないようにしてください。 
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【タンクローリーからタンクローリーに軽油を注入する場合の留意事項】 
 

タンクローリーからタンクローリーに軽油を注入する場合は、当該タンク

の注入口に注入ホースを緊結する必要があります。 

もっとも、注入される側のタンクローリーの容量が１，０００ リットル未

満である場合は、軽油のように引火点が４０℃以上の危険物に限り、注入ホ

ースの先端部に手動開閉装置を備えた注入ノズル（手動開閉装置を開放の状

態で固定する装置を備えたものは認められません）により注入を行うことが

できます（ガソリンの場合は、量にかかわらず注入ホースの緊結が必要です）。 

これはタンクローリーからタンクローリーに大量の軽油を注入することか

ら、誤って軽油を流出させてしまうと大量の軽油が流出してしまうことにな

ってしまうため、注入ホースの緊結を求めているものであり、注入される側

のタンクローリーの容量が比較的尐ない場合は常に人が注入状況を確認しつ

つ注入を行えるノズルを用いることにより流出危険性を低減することができ

ると考えられることによるものです。 

なお、被災地においてタンクローリーからタンクローリーへの軽油の注入

が必要な状況にある一方で、注入口に注入ホースを緊結することが極めて困

難な場合は、当該取扱いを行おうと考えている場所を管轄する消防機関が防

火上十分な事故防止対策が講じられていると認め、仮取扱いの承認を行えば、

注入ホースの緊結を行わずに軽油を注入することは可能です。 
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